
厚生労働省の取組状況
～ 外国人就労・定着支援研修事業の概要 ～

平成２９年９月１４日

厚生労働省職業安定局

外国人雇用対策課

第８回 日本語教育推進会議

資料８



①就労目的で在留が認められる者 約20.1万人
(いわゆる「専門的・技術的分野」）
・一部の在留資格については、上陸許可の基準を「我が国の産業及び国民生活
に与える影響その他の事情」を勘案して定めることとされている。

②身分に基づき在留する者 約41.3万人
(｢定住者｣（主に日系人）、「永住者」、「日本人の配偶者等」等)
・これらの在留資格は在留中の活動に制限がないため、様々な分野で報酬を
受ける活動が可能。

④特定活動 約1.9万人
（ＥＰＡに基づく外国人看護師・介護福祉士候補者、ワーキングホリデー、外国
人建設就労者、外国人造船就労者等）
・「特定活動」の在留資格で我が国に在留する外国人は、個々の許可の内容に
より報酬を受ける活動の可否が決定。

⑤資格外活動（留学生のアルバイト等） 約24.0万人
・本来の在留資格の活動を阻害しない範囲内（1週28時間以内等）で、相当と
認められる場合に報酬を受ける活動が許可。

③技能実習 約21.1万人
・技能移転を通じた開発途上国への国際協力が目的。
・平成22年7月1日施行の改正入管法により、技能実習生は入国１年目から雇
用関係のある「技能実習」の在留資格が付与されることになった（同日以後に
資格変更をした技能実習生も同様。）。

出入国管理及び難民認定法上、以下の形態での就労が可能。

日本で就労する外国人のカテゴリー(総数 約108.4万人の内訳)

※外国人雇用状況の届出状況（平成28年10月末現在）による。外国人雇用状況届出制度は、事業主が外国人の雇入れ・離職の際に、氏名、在留資格、在留期間
等を 確認した上でハローワークへ届出を行うことを義務づける制度 （雇用対策法第２８条）。なお、「外交」「公用」及び「特別永住者」は対象外である。

「専門的・技術的分野」に該当する主な在留資格

在留資格 具体例

教授 大学教授等

高度専門職ポイント制による高度人材

経営・管理 企業等の経営者・管理者

法律
・会計業務

弁護士、公認会計士等

医療 医師、歯科医師、看護師

研究 政府関係機関や私企業等の研究者

教育 中学校・高等学校等の語学教師等

技術
・人文知識
・国際業務

機械工学等の技術者、 通訳、デザイ
ナー、私企業の語学教師、マーケティン
グ業務従事者等

企業内転勤外国の事業所からの転勤者

技能
外国料理の調理師、スポーツ指導者、
航空機の操縦者、貴金属等の加工職
人等
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2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 ２０１７年度

新規求職者数

相談件数

2011年12月
求職者数：3,939人

※通訳を配置しているハローワーク等における取扱件数の推移

新規求職者件数（外国人求職者が新たにハローワークに求職者登録した件数）及び相談件数（外国人求職者がハ
ローワークの窓口に訪れた件数）については、リーマンショック後、それぞれ、平成２１年１月、平成２１年６月をピーク
に減少傾向にあった。相談件数については、平成２３年１２月を底に再び増加傾向に転じ、リーマンショック前と比較す
ると、新規求職者数は、１．４倍、相談件数は約１．７倍となっている。

（年度）

ピーク：2009年6月
相談件数：80,597件

2017年５月
相談件数：16,624件

ピーク：2009年1月
求職者数：21,067件

リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
（２
０
０
８
年
９
月
）

リーマンショック前
：2008年8月

相談件数：9,610件
求職者数：3,890人

東
日
本
大
震
災
（２
０
１
１
年
３
月
）

2017年５月
求職者数：5,446人

2011年12月
相談件数：15,872件

外国人求職者の状況
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日系定住外国人の雇用の安定に向けた課題

経済の持ち直しにより、短期の就労が戻ってきたものの、不安定雇用の構造は変わらず。

ハローワークへの
通訳・相談員の

配置による
機能の整備

日本語能力
向上の支援

外国人に配慮
した職業訓練
機会の確保

（１）通訳配置所数
（２）外国人専門相談員の配置

「日系人就労準備研修」の実施
（平成２１～２６年度）
・日本語を含む職場でのコミュニケーション能力の強化
・日本の労働法令や雇用慣行の基本的知識
・履歴書の作成指導や模擬面接

公共職業訓練（平成２８年度）
・１１コース（定員１５４名）実施
求職者支援訓練（平成２７年度）
・４コース（定員８４名）実施

（１）７３箇所
（２）１１人

・２１年度 ６，２９８人・２８年度 ４，４５０人
・２２年度 ６，２８８人
・２３年度 ４，２３１人
・２４年度 ３，５７６人
・２５年度 ３，１５５人
・２６年度 ３，１８８人
・２７年度 ４，１０６人

平成２０年度
（１）１２８箇所
（２） ９１人

外国人の訓練機会の確保に向けた
都道府県と労働局・

ハローワークの連携強化を進める。

平成２７年度より対象者を定
住外国人全般に拡充した「外
国人就労・定着支援研修」とし
て実施

○事業主に対する外国人指針（※）の周知・啓発や、外国人指針に基づく事業所指導により、外国人労働者の雇用
管理改善を促進。 ※雇用対策法第８条に定める事項に関し、事業主が適切に対処することができるよう、事業主が講ずべき必要な措置について規定。

外国人の適正就労・安定雇用に向けた取組

平成２９年度

○平成２０年秋に発生した経済危機の下、派遣・請負等の不安定な雇用形態にある日系人労働者の解雇・雇止め
が相次ぎ、日系人が多数居住する、いわゆる日系人集住地域のハローワークに支援を求めて多数の方が来所。

○また、日本語能力の不足や我が国の雇用慣行の不案内に加え、職業経験も不十分であるため、自力による再就
職は極めて厳しい。

○平成21年度以降、通訳・相談員の配置増など、機動的な相談・支援機能の強化を実施。
○将来的にも日本で安定して働けるよう、日本語能力向上等を図る就労準備研修を実施。

日系定住外国人に対する取組

日系人等定住外国人に対する雇用対策

平成29年度 ４，２５０人受講予定
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・ コース当たりの総研修時間は１２０時間で設定
・ 地域の実情や受講者ニーズに合わせ、夜間や土日のコースも設置

受講者の既存の日本語能力に合わせ、以下のようなコース等を設定
・ 日本語教育も含めた職場でのコミュニケーション能力の強化
・ 日本の労働法令、雇用慣行等の基本的知識
・ 専門分野（介護現場）において使用する日本語の習得 等

少子高齢化が進展し労働力人口が減少傾向で推移している中、人手不足産業や成長
産業などで人材確保支援に苦慮する状況が生じており、外国人材の活用も含めた支援を
行う必要性が高まっている。

このような状況を踏まえ、仕事に就く上での在留資格上に制限のない身分に基づく在留
資格で日本に在住する外国人を対象に、日本語コミュニケーション能力の向上、我が国の
労働法令、雇用慣行、労働・社会保険制度等に関する知識の習得に係る講義・実習を内
容とした研修を実施することを通じて、円滑な求職活動の促進や安定雇用の促進を図ると
ともに、人手不足産業や成長産業などでの人材確保を支援する。

事業目的

外国人就労・定着支援研修事業の概要

職場見学

就労講義

日本語講義

研修時間等

平成29年度における受講者数及び実施地域数（計画数）は以下のとおり。
実施コース 252 コース（平成28年度実績：260コース）
受講者数 4,250名（平成28年度実績：4,450名）
実施地域数 18都府県91都市（平成28年度実績：16都府県94都市）

実施規模

定住外国人（離職者に限らず在職者も対象として実施）

研修対象者

研修内容

平成29年度実施計画地域
（18都府県91市町村）
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職業訓練
（公共職業訓練、

求職者支援訓練等）

安定した就労

専門コース

就労準備
コース
90h

介護コース
120h

一時的な就労

N３

N2この間を行き来

基本コース

レベル1 読み書き

レベル2

レベル3 読み書き

読み書き

職業訓練
準備コース

90h

日本語資格準備
コース

日本語
資格

120h ＋

120h

120h

12h

120h ＋ 12h

120h ＋ 12h

外国人就労・定着支援研修カリキュラム
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